
感染性廃棄物収集運搬及び処分業務委託契約書  

[処 分 用 ]  

 

 排出事業者 地方独立行政法人山梨県立病院機構山梨県立中央病院（以下「甲」という。）

と処分業者●●●●（以下「乙」という。）との間に、甲の事業所から排出される感染性

廃棄物（以下「廃棄物」という。）の処分の委託契約を下記のとおり締結する。 

 

第１条（法の順守） 

甲及び乙は、廃棄物の処理業務の遂行にあたって廃棄物の処理及び清掃に関する法律そ

の他関係法令を遵守するものとする。 

 

第２条（委託内容） 

 乙は、甲から委託された廃棄物を〈委託業務の内容〉に示す方法及び施設にて適正に処

分する。 

 

第３条（適正処理に必要な情報の提供） 

甲は、廃棄物の適正処理のために必要な情報として〈委託業務の内容〉の必要な情報の

欄に記入し、乙に通知しなければならない。 

 

第４条（再委託の禁止） 

乙は、甲から委託された廃棄物の処理を他人に委託してはならない。ただし、あらかじ

め甲の書面による承諾を得て法の定める再委託の基準に従う場合は、この限りではない。 

 

第５条（権利、義務の譲渡等） 

乙は、本契約により生ずる権利または、義務を第３者に譲渡し、または継承させてはな

らない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

第６条（損害の賠償） 

乙は、甲から委託された廃棄物を積み込み作業の開始から処分の完了まで、法令に基づ

き適正に処理する責任を負う。この間に発生した事故については、その原因が甲の責に帰

すべき場合を除き、乙が責任を負う。 

 

第７条（危険負担） 

天災地変、風水災害、その他甲乙いずれにもその責を帰することのできない事由等の不

可抗力によって損害を生じたとき、その損害は乙の負担とする。 

 

第８条（委託業務終了報告） 

乙は、甲から委託された廃棄物の処分業務が終了した後、直ちに業務完了報告書を作成

し、甲に提出する。ただし、業務完了報告書は、マニフェストＤ票をもってこれに代える

ことができるものとする。 

 

第９条（委託料・請求・支払） 

甲の委託する廃棄物の処理に関する委託料については、＜委託業務の内容＞に定める単

価に基づき算出する。 

二 乙は、月ごとに業務完了報告後、甲に委託料を請求するものとし、甲は、乙からの適

法な委託料の請求があった日から３０日以内に乙に委託料を支払うものとする。  

三  税 法 の 改 正 に よ り 消 費 税 等 の 税 率 が 変 動 し た 場 合 、改 正 以 降 に お け る 業 務

に 対 す る 消 費 税 等 相 当 額 は 、 変 動 後 の 税 率 に よ り 計 算 す る も の と す る 。  

 

第１０条（契約保証金） 

契約保証金は、地方独立行政法人山梨県病院機構事務取扱規程第 26 条の規定により免

除する。 

 

第１１条（機密保持） 

甲及び乙は、この契約に関連して、業務上知り得た相手方の機密を第３者に洩らしては



ならない。当該機密を公表する必要が生じた場合には、相手方の文書による承諾を得なけ

ればならない。 

 

第１２条（契約の解除） 

甲は乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

一 正当な理由なく契約を履行しないとき、又は履行の見込がないと明らかに認められる

とき。 

二 乙の作業が甚だしく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行する意思がないと認め

られるとき。 

三 乙がこの契約に違反したとき。 

四 乙がこの契約の解除を申し出たとき。  

五 自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当する者であることが判明したと

き、又は次の各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与していることが判明したとき。 

 ア  暴力団  （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 イ  暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 ウ  自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者 

 エ  暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若

しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 

 オ  暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 カ  下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記 (1)

から (2)までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した者 

２  前項の規定により契約を解除された場合は、乙は甲に対し解除の日から１０日以内

に、契約金額の１００分の１０に相当する金額を、違約金として納付するものとする。 

３ 第１項の規定または、法令の規定によりこの契約を解除することができる場合であっ

ても、この契約に基づき甲から引き渡しを受けた廃棄物の処理を乙が完了していないと

きは、当該廃棄物を甲乙双方の責任で処理した後でなければ、この契約は解除できない

ものとする。 

四 乙は、第１項の規定により契約が解除された場合において、甲にその損害の補償を求

めることができない。  

 

第１３条（予算削減に係る契約の解除等） 

本契約は、地方独立行政法人山梨県病院機構会計規程第 41 条２に基づく契約であり、

甲は、翌年度以降の甲の歳入歳出予算において、乙に支払うべき委託料が減額又は削除さ

れたときは、契約を解除することができる。 

 

（履行遅滞の場合における違約金等） 

第１４条 乙は、その責めに帰すべき事由によって、履行期限までに委託業務を完了する

ことができない場合は、遅延日数に応じ、委託料（遅延による支障が少ないと認められ

るものにあっては、未履行部分に相当する額）に対して、年５パーセントの割合で計算

した額を履行遅延違約金として甲に支払わなければならない。ただし、履行遅延違約金

の金額が百円未満であるときは、この限りではない。 

２ 甲の責めに帰する事由により、第９条の規定による委託料の支払いが遅れた場合は、

乙は未受領金額につき、甲に対して遅延利息を請求することができる。この場合におい

て、遅延利息の額は、政府契約の遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）

の第８条の規程を準用する。 

 

第１５条（契約期間） 

 この契約は、平成３０年１０月１日から平成３３年９月３０日までとする。 

 

第１６条（個人情報の保護） 

乙は、この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人

情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

第１７条（その他） 



 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

二 乙は、履行業者が替わる場合において、新履行業者が契約業務を適正に行えるよう、

業務履行上の留意点等、甲及び前履行業者から引き継いだ内容等を、新履行業者に確実

に引き継ぐよう努めなければならないものとする。 

 

第１８条（協議） 

この契約に定めのない事項又は、この契約の各条項に関する疑義が生じたときは、関係

法令にしたがい、その都度甲、乙が誠意を思って協議しこれを取り決めるものとする。 

 

〈委託業務の内容〉  

１  乙 の 事 業 の 範 囲 は 以 下 の と お り で あ り 、乙 は こ の 事 業 範 囲 を 証 す る も の と し て 、

許 可 証 の 写 し を 甲 に 提 出 し 、 本 契 約 書 に 添 付 す る 。 な お 、 許 可 事 項 に 変 更 が あ っ た

と き は 、 乙 は 速 や か に そ の 旨 を 甲 に 書 面 を も っ て 通 知 す る と と も に 、 変 更 後 の 許 可

証 の 写 し を 甲 に 提 出 し 、 本 契 約 書 に 添 付 す る 。  

◎ 処 分 に 関 す る 事 業 範 囲  

[特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 ]  

許 可 都 道 府 県 ・ 政 令 市 ：       許 可 の 有 効 期 限 ： 平 成   年  月   日  

事 業 の 区 分 ： 中 間 処 理 （ 焼 却 ）    事 業 の 範 囲 ； 染 性 産 業 廃 棄 物 ・ 廃 油  

処 理 能 力 ：  ● ｔ /日     

保 管 施 設 所 在 地 ：           

保 管 面 積 ・ 保 管 上 限 ：   ㎡ ・      ｍ 3  

 

２  処分する感染性廃棄物の種類、契約単価 

 

 

 感染性廃棄物の  

種類 

 

 

１ 血液等 

２ 病原微生物に関連した試験、検査等に用いられたもの 

３ その他 血液等が付着したもの 

４ 汚染物若しくはこれらが付着した又はそれらのおそれのあ

るもので、１～３に該当しないもの 

 

 ３年間の予定数量 

 

 

排出重量 945,000ｋｇ 

 

    契  約  単  価 

 

 

       円／ｋｇ 

（うち消費税相当額    円） 

３ 委託する感染性廃棄物の適正処理に必要な情報 

 

  性     状  

 

１ 固形状 

２ 液状又は泥状 

３ 鋭利なもの 

 

性  状  の  変  化 

 

なし 

 

混合等による変化 

 

なし 

 

  荷     姿  

 

１ プラスチック容器 （ ２０）リットル容器  

２ プラスチック容器 （ ４５）リットル容器 

３ プラスチック容器 （ ７０）リットル容器 

４ ダンボール容器     （１２５）リットル容器 

  取扱の注意事項 

 

作業にあたっては、手袋を着用すること 

 

４ 最終処分施設の情報 

 

最終処分業者

名 

 

 許可番号 

 

   所  在  地 

 

 処分方法 

 

 処理能力 

     



 

 この契約の成立を証するために本署を２通作成し、甲乙、各々記名、押印のうえ各１通

を保有する。 

 

 平成３０年  月  日 

 

       甲  

        住所            山梨県甲府市富士見１－１－１ 

        氏名（法人にあっては名称） 地方独立行政法人 山梨県立病院機構  

山梨県立中央病院 

        代表者           院長   神宮寺 禎巳 

 

       乙  

        住所             

        氏名（法人にあっては名称）  

        代表者            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記 

個人情報取扱特記事項 

 

第１ 基本的事項 

乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当たっては、個

人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならな

い。 

第２ 秘密の保持 

乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならな

い。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

第３ 取得の制限 

一   乙は、この契約による業務を行うために個人情報を取得するときは、その業務の目的

を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な方法により取得しなければならない。 

二 乙は、この契約による業務を行うために本人から直接書面に記録された当該本人の個

人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、業務の目的を明示しなければならな

い。 

第４ 安全確保の措置 

乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止そ

の他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

第５ 利用及び提供の制限 

乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、この契約による業務に関して知り得た個人

情報を契約の目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供してはならない。 

第６ 複写又は複製の禁止 

乙は、甲の承認があるときを除き、この契約による業務を処理するために甲から引き渡

された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

第７ 再委託の禁止 

乙は、甲の承認があるときを除き、この契約による個人情報を取り扱う業務を第三者に

委託してはならない。 

第８ 資料等の返還 

乙は、この契約による業務を処理するために甲から引き渡され、又は自らが取得し、若

しくは作成した個人情報が記録された資料等は、業務終了後直ちに甲に返還し、又は引き

渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

第９ 従事者への周知 

乙は、この業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、この契約によ

る業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせてはならないこと又は

不当な目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を周知す

るものとする。 

第 10  事故報告 

乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったときは、

速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

第 11 実施責任 

一  乙は、個人情報保護に関する考え方や方針に関する宣言の策定・公表により、自ら  

が行う保護措置等を対外的に明確にし、説明責任を果たすよう努めるものとする。 

二 乙は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、管理責任者を設置するなど必要な責

任体制を整備するよう努めるものとする。 

第 12  調査 

甲は、乙がこの契約による業務を処理するために取り扱っている個人情報の状況につい

て、随時調査することができる。 

第 13 指示 

甲は、乙がこの契約による業務を処理するために取り扱っている個人情報について、そ

の取扱いが不適当と認められるときは、乙に対して必要な指示を行うことができる。  

第 14 契約解除及び損害賠償 

甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に違反していると認めたときは、契約の解

除又は損害賠償の請求をすることができるものとする。 

 

 

 


